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内蔵センサを活用した情報機器の消費エネルギー計測手法
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概要：情報通信技術分野においても，省エネルギー対応は社会的な要請である．それに応えるためには，
サーバ機器などの消費電力や温度を適切に計測する必要がある．そこで，我々は，サーバや UPSなどの情
報機器に内蔵されたセンサを活用することで，消費エネルギーを計測する手法を提案する．提案方式によ
り，新たな計測機器を追加する必要がなくなり，測定値の継続的な記録と可視化が容易となる．提案方式
の有効性を確認するため，実際にハードウェアモニタによる消費エネルギーの計測を行った．その結果，
誤差は実用上問題にならない範囲に収まっており，提案方式の有効性を確認できた．
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Abstract: It is inevitable to meet the social request of energy saving in information and communication
technology. Therefore, it is very important to measure power consumption and temperature of IT equip-
ment. In this paper, we propose an energy consumption measurement with built-in sensors on a server and
a UPS. Our proposal does not need additional measurement instruments and makes it easy to record the
measurement values continuously and visualize them. To verify our proposal, some experiments of energy
consumption measurement with hardware monitors have been made. As a result, measurement errors have
not been practical problem and the effectiveness of this method has been confirmed.
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1. はじめに

日本は必要とするエネルギー資源を自国内でまかなうこ

とができず，その多くを海外からの輸入にたよっている．

1970年代には 2度のオイルショックを経験し，これをふ

まえ，1979年には，エネルギーの使用の合理化に関する法

律，いわゆる省エネ法が施行された [1]．これにより，幅広

い産業分野において，エネルギー消費の削減が図られた．
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また，近年では，持続可能な社会の実現，あるいは温室

効果ガス排出量といった環境負荷の低減など，環境問題に

対する意識が高まっている．2001年には，国等による環

境物品等の調達の推進等に関する法律，いわゆるグリーン

購入法 [2]が施行された．国や地方自治体，大学や研究機

関などの独立行政法人における物品の調達は，この法律の

考えに沿ったものとなった．情報機器においても，省エネ

ラベリング制度，トップランナー方式や国際エネルギース

タープログラムの導入 [3]など，官民をあげての取り組み

が実施されている．

さらに，2011年には，発電所の稼働停止などがあり，エ

ネルギー需給がひっ迫している．これらの要因により，省

エネルギーに対する関心が非常に高くなってきている．

このように，省エネルギーへの社会的要請と関心が高ま
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るなか，大学などのサーバ室や PC演習室，あるいはネッ

トワーク機器の省エネルギー化についての研究が報告され

るようになってきた [4], [5], [6], [7], [8], [9], [10]．

情報機器の省エネルギー化を図ることは，それらが排出

する熱エネルギーの低減にもつながり，結果として，空調

機器の省エネルギー化も期待できる．省エネルギー化を実

現するには，まず，情報機器やそれらを冷却する空調機器

の消費エネルギーに関する情報を収集し，可視化すること

が重要である．すなわち消費電力や温度の計測が必要と

なってくる．

先行研究では，エネルギー消費を抑える手段として，計

画的に情報機器の運転を停止する方式 [5]，サーバ室で消費

されるエネルギーの多くを占める空調の運用を改善する方

式 [7]などが提案されている．また，それらの効果を評価す

るために，消費電力量や電流を計測 [4], [6], [8], [9], [10]し

たり，空調の改善効果を評価するために，温度分布を測定

したり [4], [7], [10]するといったことがなされている．こ

れらの先行研究では，温度計や電力計，電流計など多数の

測定器を用いる方法がとられてきた．

しかしながら，昨今の情報機器には，障害発生の検知や

予測など，その機器の状態を把握するために，多数のセン

サが内蔵されることが一般的となってきた．そこで，本論

文では，これらの情報機器に内蔵されたセンサを用いて，

消費エネルギーに関連する値を計測する方式を提案する．

提案方式によって最終的に得られる値は，電力や温度と

いった物理量であり，[W]や [◦C]といった単位で表され

る．そして，これらの値はある一定の誤差範囲の中で信頼

でき，物理量の計測として問題がないこともあわせて示す．

提案方式を用いることにより，サーバ室などに多数のセ

ンサを配置することは不要となる．また，電力計測におい

ては，センサの着脱時に計測対象の電源を切る必要がある

が，内蔵センサを用いれば電源を切る必要がなくなる．こ

のことは情報機器の継続的運用にとって非常に有用である．

さらに，センサから得られる計測値の取り込みや記録，可

視化が非常に容易になる．

本論文では，まず 2章において，これまで積極的に活用さ

れることがなかった，情報機器に内蔵されているセンサと，

それらの情報を取得する方法を紹介する．次に 3章におい

て，情報機器の消費電力を計測する際に用いるべき測定器

とはどのようなものであるかを説明する．4章では，提案方

式で用いるUPSのセンサが 3章で説明した電力測定器とし

ての要件を満たしていることを実験によって明らかにする．

そして，提案方式によるサーバ機器の消費電力と温度の測定

結果を報告する．あわせて，誤差の評価を行い，提案方式が

先行研究で用いられていた計測器を代替しうることを示す．

2. 情報機器の内蔵センサと計測値の取得

本章では，情報機器に内蔵されている各種センサなら

びに，そのセンサからデータを取得する方法を紹介する．

2.1 節と 2.2 節では，本論文で評価したセンサについて，

2.3節ではそれ以外のセンサについて述べる．2.4節ではセ

ンサからのデータを取得する方法について述べる．以上に

より，これらのセンサ類を活用し，新たに計測機器を導入

することなく，情報機器の消費エネルギーに関するデータ

を取得，ならびに蓄積する方法を説明する．

2.1 サーバのセンサによるハードウェアモニタ

PCやサーバでは，2000年前後に発表されたモデルから，

ハードウェアモニタ機能が装備されることが一般的であ

る [11]．このハードウェアモニタ機能として，

• CPUに内蔵されたダイオードを使った CPU温度

• マザーボード上のセンサを使った周囲温度
• クーリングファンの回転数
• CPUやバス，周辺機器に供給する電圧

• CPUやバスなどの動作速度を決めるクロック周波数

を計測する機能がある．

残念ながら，以上の項目では，消費電流や消費電力を計

測することは不可能である．しかし，最近発表されたサー

バでは，消費電力をモニタできるものも存在する [12]．た

だし，このモニタ機能で得られた値がどの程度信頼できる

ものなのかは，そのサーバの仕様などではよく分からない．

3章や 4章のような実験を行い，その値を検証する必要が

ある．

ハードウェアモニタ機能を利用するためには，モニタ機

能を実装しているハードウェアや OSに応じてソフトウェ

アが用意されている．代表的なものとして，lm sensors [13]

や mbmon [14]といったソフトウェアがある．

最近では，このハードウェアモニタ機能はプラットフォー

ムに依存しない形で実装されるようになってきた．現在よ

く使われているものに IPMI（Intelligent Platform Man-

agement Interface）がある [15]．また，各種OSでも，この

IPMIに対応したソフトウェアが用意されており，それを

使うことによって，各種センサの情報を取り出すことがで

きる．代表的な実装として ipmitool [16]があり，「ipmitool

sdr」とコマンドラインから入力することによってセンサデ

バイスのレポジトリ情報を取得できる．図 1 に，PCサー

バ（HP ML115G5）でのセンサ情報の一部を示す．

CPU Fan | 2035.00 RPM | ok

Rear Fan | 2736.73 RPM | ok

CPU Diode | 36.50 degrees C | ok

Front Ambient | 27 degrees C | ok

System 12V | 11.93 Volts | ok

System 5V | 5.12 Volts | ok

図 1 ipmitool の出力例（抜粋）

Fig. 1 Partial example: output of ipmitool.
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MODEL : APC CS 500

STATUS : ONLINE

LINEV : 102.0 Volts

LOADPCT : 27.0 Percent Load Capacity

ITEMP : 29.2 C Internal

LINEFREQ : 59.0 Hz

NOMPOWER : 300 Watts

図 2 apcaccess の出力例（抜粋）

Fig. 2 Partial example: output of apcaccess.

2.2 UPS内蔵センサによるモニタリング

情報機器などを停電から保護するための無停電電源装置

（UPS: Uninterruptible Power Supply）にも，電圧や電流

をモニタするセンサが内蔵されている．

UPSでは，入力電圧の超過，あるいは低下（停電を含む）

によって，接続した機器への供給元電源を商用電源入力か

らバッテリに切り替えることが可能となっている．また，

UPSに接続した負荷が UPSの電力供給能力を超えていな

いかどうかを判断し，バッテリ動作時には残り動作可能時

間を予測する機能が内蔵されている．

これらの機能を実現しているのは，UPSに内蔵された

電圧センサや電流センサである．センサから得られた情報

は，停電時に自動的にシャットダウンするためのユーティ

リティソフトウェアを使うことによって，サーバに取り込

むことができる．代表的なものに，APC（シュナイダーエ

レクトリック）社の UPS向けに開発された apcupsd [17]

に付属する apcaccessがある．このようなソフトウェアを

使うと，

• UPSに供給される商用電源の電圧と周波数

• UPSが負荷に供給している電力（負荷率）

• UPSの内部温度

などを把握できる．UPSから負荷への供給電力は，最大供

給能力のパーセンテージで示される．図 2 に，apcaccess

コマンドの出力結果の一部を示す．

2.3 その他のセンサ

本論文では，利用ならびに評価しなかったが，以下のよ

うなモニタリング機能も用意されている．

ハードディスクには，その障害の早期発見や故障を予

測するために，SMART（Self-Monitoring, Analysis and

Reporting Technology）というモニタリング機能が用意さ

れている [18], [19], [20]．これは SCSIや ATAの仕様で規

定されている．

SMARTは，読み取りエラーの発生率や，出荷後の通算

動作時間などを観測するために用いられることが多い．モ

ニタリング項目には温度も含まれるため，温度センサとし

ての利用が期待できる．このモニタリング値を読み出すソ

フトウェアの代表的な実装に，smartmontools [21]に付属

する smartctlがある．この smartctlコマンドの出力の一

Device Model: Hitachi HDS721032CLA362

Serial Number: JPF440HJ12LN5T

User Capacity: 320,072,933,376 bytes

ATA Standard is: ATA-8-ACS revision 4

ID# ATTRIBUTE_NAME RAW_VALUE

1 Raw_Read_Error_Rate 0

5 Reallocated_Sector_Ct 0

9 Power_On_Hours 11273

194 Temperature_Celsius 43

図 3 smartctl の出力例（抜粋）

Fig. 3 Partial example: output of smartctl.

ID Sensor (Units) Reading

1 Fan: Fan 1 (Rpm) 5237

2 Fan: Fan 2 (Rpm) 5157

7 Voltage: 3.3V (Volts) 3.369

9 Voltage: 12V (Volts) 11.938

10 Temp: Ambient (Degrees C) 26

11 Temp: Mid Internal (Degrees C) 40

12 Temp: Bk Internal (Degrees C) 32

図 4 スイッチの自己診断出力例（抜粋）

Fig. 4 Partial example: output of self-diagnosis of a switch.

部を図 3 に示す．

最近のネットワークスイッチにも，ハードウェア診断

機能の 1 つとして，モニタリング機能が用意されている

ものがある．取得できる情報は，電圧，温度，ファンの

状態（回転数あるいは動作してるか否か）などである．

図 4 に，アライドテレシス社のレイヤ 3スイッチである，

AT-x900-12XT/Sのシリアルコンソールで取得した情報の

一部を示す．

2.4 モニタリングデータの継続的取得

ここまで，情報機器に内蔵されたセンサを用いたハード

ウェアモニタ機能を使って，エネルギー消費に関するデー

タを取得する方法を紹介した．実際には，定期的にポーリ

ングしてログファイルに記録するといった処理が必要にな

る．これらは，定期的にプログラムを実行する仕組みであ

る cronを使い，シェルスクリプトなどで処理を記述するこ

とで可能となる．データを保存し続ける必要のない場合は，

文献 [10]に書かれているとおり，MRTGや RRDtoolを用

いると，一定期間のデータ管理や可視化が容易に実現でき

る．モニタリングの対象がスイッチやルータなどのネット

ワーク機器の場合，SNMP（Simple Network Management

Protocol）などで必要な情報を取得できれば，実装はより

簡単になるだろう．

現在のところ，IPMIなどで得られる情報はハードウェ

アモニタ機能の実装に大きく依存している．このため，監

視対象ごとにデータを処理するスクリプトを作りかえる必

要がある．
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3. 情報機器の消費電力と計測に必要な機器

ある機器（負荷）が消費する電力は，それに印加してい

る電源電圧と流れる電流の積として計算することができ

る [22]．しかし，電子部品を多用している情報機器におい

ては，その消費電力は，電圧計と電流計で得られた計測値

の単純な積とは一致しない [23]．本章では，情報機器の電

力計測にはひずみ波形に対応した電力計が必要であること

を説明する．そして，実際の情報機器に流れる電流がひず

み波であることを示す．さらに，提案方式でセンサとして

用いる UPSに接続する負荷に関する注意点もあわせて紹

介する．

3.1 交流回路における電力の計算と電力計の必要性

周期が T である交流回路において，時刻 tにおける印加

電圧と負荷電流の瞬時値がそれぞれ v(t)，i(t)であれば，電

力 P は，瞬時電力 v(t) · i(t)を周期 T において平均した値，

P =
1
T

∫ T

0

v(t) · i(t) dt (1)

である．

この電力 P を計測するためには，電力計が必要であり，

電圧計や電流計を用いて，個別に電圧と電流を測定するだ

けでは不十分である．その理由は以下のとおりである．

電圧計で示される測定値 V は，瞬時値の 2乗平均値（実

効値）

V =

√∫ T

0

1
T

(v(t))2 dt (2)

である．電流 I も同様である．通常，電力 P は電圧ならび

に電流の実効値の積 V · I 以下の値となり，力率 PF を用

いて，

P = PF × V · I (3)

で表される．力率は，電圧 v(t)と電流 i(t)の波形の一致度

を示す値であり，波形の相似性が高く，時間のずれ（位相

差）が小さければ 1に近い値をとる．力率は通常の負荷で

は 0から 1の値をとる．力率は機器ごとに異なるだけでな

く，同一の機器であっても消費電力によって変化する．

電力計を用いずに，電圧計と電流計による測定値のみを

行うと，力率を知ることはできない．すなわち，電力 P を

測定するためには，電圧計や電流計による測定では不十分

であり，瞬時電力の時間平均を測定できる電力計が必要と

なる．

また，電圧計や電流計には，2乗平均値ではなく，絶対

値の平均値を計測し，それが正弦波の場合に実効値と一致

するように波形率（Form Factor）FF を乗じた値を表示す

るものがある．この平均値を計測する計測器を平均値整流

型と呼び，その表示値 I ′ は

I ′ = FF × 1
T

∫ T

0

|i(t)|dt (4)

である．

情報機器に代表される電子機器の場合，負荷に流れる電

流は正弦波とはならず，印加電圧が極大値あるいは極小値

となる前後に電流が集中するひずみ波形となることが多

い．正弦波や方形波を除くと I ′ ≤ I となることが知られて

おり，平均値整流型計器を用いると，機器の電力を低く見

積もってしまう可能性がある．

さらに，サーバルームなど，多数の情報機器が集中する

場所では，配電系統の抵抗成分による電圧降下の影響によ

り，電圧が低下する．電流は電圧の極大値，極小値前後に

集中するため，この部分で電圧降下が発生し，電圧波形は

正弦波ではなくなり台形波に近づく．この電圧の低下と波

形ひずみは電圧測定の誤差要因となる．

これらの理由から，情報機器の電力計測には，式 (1)で示

される値を表示できる測定器を用いるべきである．また，

使用する機器は，JIS C 1102，JIS Z 8402などの規格に基

づく測定精度や誤差範囲が示されているものを使用するこ

とが望ましい．

別の表現をするなら，要求される測定精度に応じて，測

定方法や計測器を選定することが求められる．たとえば，

省エネルギー対策の実施前後の電力を比較するのであれば，

その対策によって削減できる消費電力値よりも，誤差が十

分小さい測定方法と測定器を選択しなければならない．測

定精度や誤差範囲が示されていない測定器を，検証しない

まま用いることは，得られた結果の信頼性を損ねることに

なる．

電力の計測では，一般的には誤差を 2.5%以下とするこ

とが望ましいとされている．提案方式がどの程度の誤差範

囲に収まっているのかは 4.1節で詳しく説明する．

3.2 ノート PC用ACアダプタの消費電力と電流波形

電流波形が正弦波ではないひずみ波となる負荷の電力を

調べるため，表 1 に示す機器を用いて，電力と波形を計測

した．

電力の測定には，ディジタルパワーメータだけではな

く，手軽に消費電力を測定できる簡易電力測定器，いわゆ

表 1 実験に使用した機器

Table 1 Instruments used for experiments.

項目 形式・仕様

測定対象 Panasonic AC アダプタ CF-AA1527C1

定格出力 15.1 V 2.8 A

電力計 横河電機ディジタルパワーメータ YEW2535

表示確度 0.4%rdg+0.1% of range

ワットメータ サンワサプライ TAP-TST8

測定精度 2%± 1W

オシロスコープ Tektronix DPO4034
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るワットメータも併用した．これにより，ワットメータの

測定値が信頼に値するかどうかを判定できる．

測定の手順は以下のとおりである．

まず，ディジタルパワーメータを商用電源に接続する．

そしてディジタルパワーメータの計測用コンセントにワッ

トメータを接続する．ワットメータ自身の消費電力が十分

低く，誤差がなければ，ディジタルパワーメータとワット

メータの表示は等しくなる．

次にワットメータと測定対象負荷である ACアダプタの

間に図 5 に示す回路を接続し，印加される電圧と電流波

形をオシロスコープで観測した．抵抗 R1 と R2 は，それ

ぞれ 10 kΩと 1 kΩを用いた分圧回路であり，R2 の両端電

圧をオシロスコープのチャネル 1に入力した．抵抗 R3 は

1 Ωの抵抗であり，この両端電圧をチャネル 2に入力した．

R3の両端電圧は，ACアダプタの消費電流に相当する．オ

シロスコープの電源は，絶縁トランスを介して商用電源に

接続し，漏電や地絡などの事故が起こらないようにした．

図 5 には，コンセントの極性（Nと L）を表示している．

このうち Nは変圧器の二次側で接地されており，通常は電

圧がかかっていない．オシロスコープへの接続点をN側に

することにより，感電事故を回避することができる．

AC アダプタには，負荷としてノートパソコンではな

く，33 Ωの抵抗を 0～4個並列接続した．現実の負荷であ

るノートパソコンではなく，抵抗を用いたのは，計測値の

揺らぎを減らすためである．ACアダプタの出力は直流な

ので，負荷はノートパソコンであっても抵抗であっても本

質的な違いはない．

表 2 に，ディジタルパワーメータで計測した電圧と電流

の実効値，皮相電力，電力，力率，そしてワットメータで

計測した電力を示す．ACアダプタを接続していないとき

図 5 波形測定回路

Fig. 5 Circuit for waveform measurement.

表 2 ノート PC 用 AC アダプタの負荷特性

Table 2 Load characteristics of an AC adapter for a laptop PC.

負荷個数 電圧（V） 電流（A） 皮相電力（VA） 電力（W） 力率 ワットメータの表示（W）

AC アダプタなし 102.3 0.024 2.5 0.1 0.067 0.0

0（無負荷） 102.1 0.038 3.9 1.6 0.419 1.5

33 Ω × 1 101.9 0.167 16.9 9.4 0.556 9.2

33 Ω × 2 101.9 0.285 28.8 16.8 0.584 16.7

33 Ω × 3 101.8 0.398 40.4 24.5 0.606 24.2

33 Ω × 4 101.4 0.507 51.8 32.4 0.595 31.9

の計測値は，ワットメータと波形観測用回路の待機電力を

示している．ACアダプタを接続し，負荷抵抗を接続して

いない無負荷状態での値は，ACアダプタの待機電力に対

応している．負荷抵抗を増やしていくと，ACアダプタの

消費電力は負荷にほぼ比例して増加する．

この結果から，測定中に電圧が変動していることが分か

る．電圧が変動しているということは，電流測定だけでは，

電力測定に電圧の変動成分が誤差として加算されることを

意味している．

力率は 0.6程度であるが一定値ではない．軽負荷時には

0.55まで下がっており，このことは，力率を一定値と仮定

することが現実的ではないことを示している．

図 6 に負荷抵抗が 4本のときの ACアダプタの電圧と

電流波形を示す．オシロスコープに表示されている波形の

うち，上側が電圧波形，下側が電流波形である．電圧波形

はほぼ正弦波であるが，前節で述べたとおり，電流波形は

大きくひずんでいることが分かる．このことは，表 2 で力

率が低いことと矛盾しない．

そして，今回の計測で使用したワットメータの計測値は

ディジタルパワーメータでの計測値と大きな差がないこと

が分かる．ワットメータはその仕様で誤差範囲が示されて

おり，表 2 の測定結果は，誤差がその範囲に収まっている

ことを示している．電力測定には，このような誤差範囲が

明記されている測定器を用いることが望ましい．

図 6 AC アダプタの電圧・電流波形

Fig. 6 Voltage and current waveforms of input to an AC

adapter.
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表 3 PFC 電源の負荷特性

Table 3 Load characteristics of a PFC power supply.

負荷抵抗 抵抗値 電圧（V） 電流（A） 皮相電力（VA） 電力（W） 力率 ワットメータの表示（W）

0 ∞ 101.3 0.153 15.5 9.7 0.625 9.5

33 Ω × 2 16.5 101.3 0.254 25.7 21.7 0.844 21.6

33 Ω × 4 8.25 101.1 0.341 34.4 31.4 0.911 31.2

15 Ω × 4 3.75 102.4 0.546 56.0 54.4 0.973 54.2

33 Ω × 2 + 15 Ω × 4 3.06 102.5 0.643 66.1 63.8 0.967 63.7

33 Ω × 4 + 15 Ω × 4 2.58 102.4 0.749 76.5 73.3 0.957 73.1

3.3 力率改善された電源の消費電力と電流波形

前節で示したノート PC用の ACアダプタは，その電流

波形が大きくひずんでいたが，これは印加した 60 Hzの正

弦波の高調波を多く含んでいるためである．一般的なス

イッチング電源の入力電流はこのような傾向である．

電流に高調波が増えると，それは電源系統にノイズとし

て漏洩する．このノイズが多いと電源系統のトランスなど

に悪影響を与える恐れがあり，また，他の電子機器に誤動

作などの悪影響を引き起こす可能性がある．

そこで，最近では，スイッチング電源の入力電流ができ

るだけ正弦波に近くなる，すなわち，高調波成分が少なく

なるような回路構成をとることが増えてきた．このような

スイッチング電源では，入力電流の波形が電圧波形に近く

なるため，結果として力率が改善され，1に近くなる．こ

のような回路構成をスイッチング電源における力率改善

（PFC: Power Factor Correction）と呼ぶ [24]．

力率改善はノイズの低減に役立つだけでなく，電源系統

での損失低減にも役立つ．消費電力が同一のとき，力率が

低い負荷では，回路に流れる電流がより大きくなる．電源

系統で発生する抵抗性の損失は電流の 2乗に比例して大き

くなるため，力率の高い，すなわち，余分な電流を必要と

しない負荷のほうが，損失は小さくなる．

この力率改善回路を用いた ATX電源の 12 V出力に負荷

抵抗を接続し，表 2 同様に消費電力や力率などを測定した．

その結果を表 3 に示す．使用した ATX電源は KEIANの

KT-F500-12A（1XA）である．

表 3 から，この電源は消費電力がおよそ 30 Wを超える

と力率が 0.9以上となっていることが分かる．力率が改善

され，電流波形が正弦波に近くなっていることを確認する

ため，波形を観測した．結果を図 7 に示す．電流波形は

ひずんではいるものの，正弦波に近くなっている．前節の

ACアダプタ同様に，力率は負荷によって変動することが

分かる．このため，力率を一定値と仮定して電流測定だけ

により電力を換算することはやはり誤差の発生要因とな

る．力率が改善された電源においても，力率の変動による

誤差が問題となるのであれば，電力の測定には電力計を用

いるべきである．

提案方式において得られる値は，力率の変動が問題とな

らない電力計測によるものである．このことは 4.1節にお

図 7 PFC 電源の電圧・電流波形

Fig. 7 Voltage and current waveforms of input to a PFC power

supply.

ける実験で明らかにする．

なお，力率改善回路を搭載したスイッチング電源は，入

力電圧が正弦波であることを仮定して設計されているこ

とが多い．このため，バッテリ駆動時に，インバータ出力

が正弦波ではない UPSで用いると，UPSが過負荷の警告

を出したり，UPSあるいは電源が故障したりすることも

ある．

入力電圧が正弦波であることを仮定しているものは，こ

のようなスイッチング電源だけではない．多くの電球型

LEDランプやインバータ方式の蛍光ランプなども正弦波

でない電源を接続すると故障の可能性がある．このような

照明器具には「調光器非対応」と書かれている．多くの調

光器はサイリスタやトライアックなどの半導体素子を用い

て，位相制御やスイッチングを行うため，出力が正弦波で

はなくなる．

このように，電源が正弦波であることを仮定している電

子機器には，正弦波出力型の UPSを用いることが重要で

ある．今後のパワーエレクトロニクス素子や回路構成の進

歩により，これらの問題は解消される可能性がある．事実，

一部の電球型 LEDランプやインバータ蛍光ランプは調光

器に対応している．

4. 提案方式による電力と温度の計測

前章では，負荷電流がひずみ波となる場合の電力計測に

おいては，電力計が必要であることを示した．そして実際

の情報機器に流れる電流がひずみ波であることを紹介した．
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表 4 白熱電球を負荷としたときの UPS の電力計測値

Table 4 Power supply measurement of the UPS with incandescent lamps as loads.

YEW2535 CS500 誤差

負荷数 電圧（V） 電流（A） 力率 電力（W） 負荷率（%） 電力（W） 電力（W） 相対値（%） 定格比（%）

0 102.4 0.00 1.00 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 101.9 0.59 1.00 60.6 19.0 57.0 −3.6 −5.9 −1.2

2 101.4 1.15 1.00 116.7 38.0 114.0 −2.7 −2.3 −0.9

3 101.1 1.72 1.00 172.8 57.0 171.0 −1.8 −1.0 −0.6

4 100.6 2.27 1.00 228.9 76.0 228.0 −0.9 −0.4 −0.3

5 100.3 2.82 1.00 283.2 95.0 285.0 1.8 0.6 0.6

表 5 調光器により負荷を変化させたときの UPS の電力計測値

Table 5 Power supply measurement of the UPS with varying a PF by a triac light

dimmer.

YEW2535 CS500 誤差

負荷数 電圧（V） 電流（A） 力率 電力（W） 負荷率（%） 電力（W） 電力（W） 相対値（%） 定格比（%）

0 + (2) 101.7 0.60 0.33 19.8 11.0 33.0 13.2 66.7 4.4

0 + (2) 102.6 0.77 0.51 40.0 13.0 39.0 −1.0 −2.5 −0.3

0 + (2) 102.3 0.89 0.66 59.9 21.0 63.0 3.1 5.2 1.0

0 + (2) 102.4 0.99 0.80 80.5 25.0 75.0 −5.5 −6.8 −1.8

1 + (4) 101.3 1.17 0.67 79.4 27.0 81.0 1.6 2.0 0.5

1 + (4) 101.1 1.72 0.69 120.6 42.0 126.0 5.4 4.5 1.8

1 + (4) 100.9 1.91 0.73 140.6 53.0 159.0 18.4 13.1 6.1

1 + (4) 100.6 2.22 0.81 180.8 60.0 180.0 −0.8 −0.4 −0.3

1 + (4) 100.5 2.35 0.85 200.0 65.0 195.0 −5.0 −2.5 −1.7

1 + (4) 100.2 2.59 0.92 239.7 80.0 240.0 0.3 0.1 0.1

1 + (4) 100.4 2.71 0.96 261.4 91.0 273.0 11.6 4.4 3.9

1 + (4) 100.3 2.81 1.00 281.4 94.0 282.0 0.6 0.2 0.2

本章では，提案方式によって，ある誤差の範囲内で電力

を計測できることを示すため，UPSに接続した負荷の消費

電力と UPSが示す負荷率の関係について述べる．そして，

その結果により，UPSを用いて実際の情報機器の電力測定

結果を報告する．また，内蔵温度センサを用いた温度計測

の結果についても述べる．

4.1 UPSによる電力の計測の評価

本節では，UPSに内蔵されたセンサが，電力計測に利用

できることを検証する．3.1節では，測定精度や誤差範囲が

示されているものを使用することが望ましく，一般電力計

測では誤差を 2.5%に収めることが望ましいと述べた．そ

こで，提案方式がどの程度の誤差を有するのかを評価する．

また，3.3節では力率変動が誤差要因となる電流計測は

望ましくなく，電力計測が必要であると述べた．提案方

式が電力計測として問題ないことを検証し，UPS（APC

CS500）が示す負荷率に定格出力値を乗じた値が，接続し

た負荷の消費電力と一致することを確かめるため，UPSの

負荷側にディジタルパワーメータ（YEW2535）と白熱電

球を接続して測定実験を行った．

まず，UPSの負荷として 60形白熱電球（Panasonic製

シリカ電球）を 0～5個接続し，そのときの消費電力と負

荷率を測定した．結果を表 4 に示す．表には左から順に，

負荷である白熱電球の個数，ディジタルパワーメータで測

定した電圧，電流，力率，電力，そして，UPSが示す負荷

率，負荷率から求めた消費電力，ディジタルパワーメータ

との誤差，UPSの定格出力に対する誤差の比率を示す．

測定条件は負荷の数により 5通りである．これは JIS C

1102-9に定める電力計の校正方法に準じた条件設定であ

る．表 4 の結果から，誤差は 3.6 W以下であり，その 2乗

平均値は 2.1Wである．UPSの定格電力（300 W）に対す

る誤差の 2乗平均値の比は 0.71%である．JIS C 1211に

よれば，一般型電力量計の誤差は力率が 1.0 のときには

2.0%以下と規定されており，今回の場合は十分その範囲内

となる．

UPSから得られる負荷率は 0.1%単位であるが，実際に

は小数部は使用されておらず，つねに 0である．つまり，

負荷率の分解能は 1%であり，電力に換算すると分解能は

3 W単位となる．これは，±3 Wの誤差は避けられないこ

とを意味している．

次に，力率を変動させた場合であっても電力が精度良く

測定できることを検証するため，位相制御型の調光器（太

洋電機産業製ライトコントローラ PC-31）を用いて電力を

変化させ測定を行った．結果を表 5 に示す．白熱電球の個
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数のうち，括弧書きで示したものは調光器を介して接続し

たものの数である．

この結果から，負荷電流がひずみ波形であっても，誤差

の 2乗平均値が 7.9W以下であることが確認できた．定格

電力比では 2.6%である．これも JIS C 1211によれば，力

率が 0.5までの場合，誤差は 2.5%以下であることが求めら

れているが，今回の実験結果は，その範囲から大きく逸脱し

ていないことを示している．なお，消費電力が 140.6 Wの

ときの誤差が 18.4 Wと大きくなっているが，これは UPS

が調光器のように非常にひずんだ電流となる負荷を想定し

ていないためと考えられる．本来，この UPSには位相制

御型の負荷を接続するべきではない．

本節の実験では，UPSの内蔵センサによる計測値に含ま

れる誤差を評価するために，UPSと負荷の間にディジタル

パワーメータを接続した．このように，一般的に電力計測

を専用の測定器で実施する際には，計測器の接続のために

負荷を電源から切り離す必要がある．しかし，提案方式で

は UPS単体で電力を計測することが可能となり，負荷の

電源を一時的に切る必要はない．これは，情報機器の継続

的な運用という観点から非常に有用である．

4.2 サーバの消費電力の計測

図 8 に 2011年 3月の UPS（APC CS500）の負荷率を

示す．この図は 2.4節で説明した，MRTGで記録したログ

から，2時間ごとの負荷率の平均値を取り出して表示して

いる．具体的には図 2 の「LOADPCT」で示される値で

ある．この UPSには，前述の PCサーバ（ML115G5）と

もう 1台の PCサーバ（M/B: AOpen MX3S-T），そして，

ルータやスイッチを接続している．

3月 12日に負荷率が減少しているが，これは，この日に

1台の PCサーバ（MX3S-T）をシャットダウンしたため

である．負荷率はおよそ 59%から 38%に減少した．これは

停止した PCサーバの負荷率がおよそ 21%であることを示

している．この UPSの定格出力は 300 Wなので，停止し

た PCサーバ（MX3S-T）の消費電力は約 63 Wであると

計算できる．

このように，UPSの負荷率を計測することにより，その

UPSに接続した機器の消費電力の変化を把握することがで

図 8 UPS 負荷率の変化

Fig. 8 Variations of a load factor of the UPS.

きる．

また，UPSに PCサーバ（ML115G5）のみを接続した

場合，負荷率は 28%前後であった．このことは，PCサー

バ（ML115G5）の消費電力は約 84 Wであることを示して

いる．PCサーバ以外のルータやスイッチの消費電力は約

30 Wと計算できる．

本論文では，1種類の UPSによる結果しか示すことが

できなかった．提案方式の信頼性，信用性を高めるために

は，別メーカを含めた複数の UPSで同様の測定を行う必

要がある．また，同一機種であっても，個体差による測定

結果のばらつきがあることも予想できる．UPSのサンプ

ルを増やして検証を行うことは今後の課題の 1つである．

前節で行った UPSの評価には，校正用のディジタルパ

ワーメータと力率を変化させることのできる負荷を用い

た．評価のための測定は 1日で終了した．今後，運用を継

続することにより測定値や誤差の経年変化なども検証する

予定である．

4.3 サーバの温度計測

図 9 に，IPMIを用いて計測した，2011年 6月から 2012

年 5月までの CPU温度と周囲温度を示す．これは，図 1

の「CPU Diode」および「Front Ambient Temperature」

で示される値を，2.4節で説明したとおり，MRTGを使っ

て保存し，そのログから 1日の平均温度を 1年分取り出し

て表示したものである．気象庁が公開している過去の観測

記録データ [25]も外気温としてあわせて示す．

計測値は常時空調ではない部屋に設置した PC サーバ

（ML115G5）での値である．CPU温度は周囲温度よりも

約 10度高い．周囲温度と外気温の間には相関関係がみら

れ，その差の年間平均は約 3.8度である．春季，夏季，秋

季，冬季の気温差はそれぞれ，4.6度，2.1度，3.2度，5.3

度である．夏季のみ部屋の温度が上がりすぎないように空

調を動かしているため，温度差は他の季節と比較して小さ

な値となっている．

周囲温度（Front Ambient Temperature）は，気象観測

データより高い値となっているが，これはサーバのケース

内部と気象観測での条件の違いによるものと考えられる．

図 9 IPMI による CPU 温度と周囲温度の計測値

Fig. 9 Measurement of the CPU temperature and its ambient

temperature by IPMI.
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また，PCサーバの温度センサは，機種によって設置場所

が異なるため，違うサーバでは違った計測値となることが

予想される．

4.4 温度測定における誤差

ハードウェアモニタ機能で用意されている温度計測にお

いても，計測した値に誤差が含まれる．温度計測に用いて

いるセンサ ICの型番が分かれば，その誤差はデータシー

トに明記されている．たとえば，文献 [11]で紹介されてい

る，温度センサとしてよく用いられたナショナルセミコン

ダクタの LM79であれば，その誤差は ±3度である [26]．

その後の改良品である LM75Aでは，その誤差は ±2度で

ある [27]．

JIS Z 8704によれば，情報機器を含む一般的な工業向け

の応用では，温度計測の誤差を ±2度程度に抑えることが

望ましいとされている．現在，広く利用されているサーバ

機器の内蔵センサは，この要求事項を満たしていると考え

てよい．

ハードウェアモニタ機能で計測できる温度は，その温度

センサが配置された場所の温度である．情報機器によっ

て，温度センサの種類や配置場所は変わるので，同じ環境

に配置した複数の情報機器で得られる温度は違った値とな

るだろう．

温度計測における誤差をより詳しく調べるためには，恒

温槽のような任意の周囲温度環境を再現できる空間にサー

バを配置して実験を行う必要がある．そのような環境にお

いて，サーバの外気温と内蔵センサによる計測値を比較す

るだけでなく，内蔵センサにも熱電対のような高精度の温

度センサを取り付け，誤差を比較することが求められる．

このような実験を行うことも，今後の課題の 1つである．

これは，前節までに述べた電力測定における誤差の検証

と同じである．十分な精度を持った温度計との比較や校正

が終われば，ハードウェアモニタ機能を活用して，温度の

時系列変化を把握することが可能となる．

4.5 サーバ室などでの応用

本論文では，1台の UPSで計測した電力および 1台の

サーバで計測した温度の結果を報告しただけである．しか

し，提案方式はサーバ室のように複数の UPSやサーバを

設置した環境でも使用できる．

サーバ室内で複数のUPSでの電力計測を行うことによっ

て，UPSに接続されているサーバの総消費電力量を積算す

ることが可能となる．また，複数のサーバで温度計測を行

うことによって，温度分布を測定することが期待できる．

提案方式は，UPS自身やサーバを計測器として活用してい

るため，多数の計測機器は不要となり，結果として計測に

かかるコストを大幅に削減することが可能である．

5. おわりに

本論文では，サーバや UPSなどに内蔵されているセン

サを活用することにより，消費電力や温度といった，エネ

ルギーに関係するデータを取得する手法を提案した．これ

らのセンサを用いると，特別な計測機器は不要であり，か

つ，データを継続的に蓄積し，可視化することも非常に容

易である．おおがかりな計測機器を導入する前に，これら

のセンサを活用することは検討に値する．

次に，提案方式の評価を目的として，UPSによる測定値

にどの程度の誤差が生じるのかを評価した．専用の高精度

な計測器には及ばないものの，内蔵センサによる電力計測

は実用上問題のない性能であることが分かった．温度計測

についても，内蔵センサの誤差をその仕様書から調査した．

いずれの内蔵センサも計測器としての使用を想定してい

るものではないため，専用の計測器のような高精度測定を

行うことには無理がある．しかし，提案方式では追加でセ

ンサを導入する必要はなく，電力計測にともなう一時的な

電源断が不要となる．提案方式はコストの面においても，

情報機器の継続的運用という観点からも有用である．

本論文では，電力計測については 1台の UPS，温度計

測については 1台のサーバで得られた結果しか示すことが

できなかった．提案方式の信頼性，信用性を高めるために

は，さまざま情報機器を使って計測を行い，そこで得られ

る値を比較，検証する必要がある．これについては，大学

など関連機関と協力し，サーバ室や PC演習室など，大規

模な環境での評価により解決したい．

より具体的には，複数の UPSとサーバに内蔵されてい

るセンサを用いて，サーバ室全体の消費電力を積算するこ

とが考えられる．また，サーバごとの温度を計測すること

により，室内の温度分布を計測し，熱だまりの検知やその

解消を図ることもできるだろう．

さらに，得られた結果から，情報機器と空調などの周辺

設備の省エネルギー化を図る方法を検討したい．
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